
 

「豪雨災害列島におけるリスクマネジメント」 

            平野 琢（九州大学大学院経済学研究院講師 博士） 

〇世界有数の雨量の国 

2010 年代に入ってから、豪雨に伴う災害報道をよく見る。2018 年 7 月に発生した西日本に

おける集中豪雨では、広島県、岡山県、愛媛県を中心に大規模な土砂災害や浸水が発生した。

また、九州北部では 2018 年と 2019 年の２年連続して豪雨災害が発生した。この他にも東北豪

雨など、毎年のように豪雨災害が日本において発生しており、日本は豪雨災害列島と化してい

る印象を受ける。 

 

 

そもそも、日本は世界有数の雨量で知られる国であり、豪雨を含む水災害への対策を長年に

わたり行ってきた。結果として、持続的に高度化されてきたハード・ソフト両面の水害対策が

各地に存在する。それにもかかわらず、なぜ現在においてもなお、これほどまでに水災害によ

って大きな被害を受けるのであろうか。最近の豪雨災害の現状と見えてきた課題、そして水災

害に対してあるべき姿勢について考察したい。 

 

〇浸水域の減少の半面で被害総額は急上昇＊1 

 浸水した家屋や水没した自動車などを映したニュースをテレビなどで頻繁にみると、日本で

は非常に水害が増えたような感覚にとらわれる。実際はどうなのであろうか。国土交通省が公

開しているデータ（水害統計調査：過去 20 年間水害被害発生水系・沿岸数）を見ると、水害
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の発生件数が近年著しく増加しているとはいいがたい。また、伊勢湾台風や狩野川台風など、

過去の洪水をきっかけとして様々な治水工事が行われた結果として、水害における浸水面積は

減少の傾向にある。 

しかし、その半面で水害による被害額はうなぎ上りの状態にある。水害統計調査によれば、

国内の水害被害額の平均をとって年ごとに比較すると、1995 年の一般資産被害額約 1622 億円

が 2004 年には約 4360 億円となり、10 年間で 2.6 倍以上に急騰したことが指摘されている。

また、浸水面積 1ha 当たりの被害額も、1995 年と 2004 年を比較すると 2 倍以上になってい

る。 

この背景には、川に沿って開ける平野に都市が発展し、河川が氾濫しやすい低地へ人口密集

＊2が進んだこと、都市の地上・地下の空間利用が拡大し人口密集地域における人口と資産の集

中が、さらに進んだことが存在する。タワーマンションや広大な地下街の開発などからもわか

るように、現在の都市開発は人口密集地域において、さらに地下・地上の空間利用を拡大する

ことによって発展している。いわば、利用できる土地が少ないならば上下の空間を利用するこ

とによって新たな居住地や商業スペースを確保する戦略である。この戦略は様々な恩恵をもた

らす一方で、水害の浸水面積が小規模であっても甚大な被害が発生するという都市の新しい災

害脆弱（ぜいじゃく）性を生み出している。 

 

〇「ここ10数年水害は起きていないから」は通用しない 

 人口と資産の過密化による水害の被害規模の拡大という問題に加えて、近年の気候変動は、

私たちがより水害のリスクに注意を向けなければならないことを示している。先ほど治水対策

によって水害の件数や浸水域は減少したことに触れた。しかし、今後も既存の水害対策によっ

てこの状況を維持できるかといえば、そうとは言い切れない。長期的なデータ分析を行わずに、

軽々しく「異常気象」と片付けてはいけないが、短期的な集中豪雨は確かに増えており、最大

雨量も増加していることがデータにおいて明らかになっている。 

 例えば、気象庁が公開しているデータを基に、1時間の降水量が 50mm 以上の降雨が発生し

た回数を各年で比較してみる。すると、70 年代～90 年代にかけては 10 年間に２～３年ほどし

かなかった「年間発生回数が 300 回以上を超える年」が、2010 年代に入って、ほぼ毎年続い

ていることがわかる。また、1960年以降の国内瞬間最大降水量の記録上位20位を見てみても、

2000 年以降に発生した件数が圧倒的に多い。 

つまり、水害をもたらす集中的な豪雨は近年増加しており、我々はこれまでの水害対策の想

定を超える雨が発生する可能性を、間近な問題として考えていかなければならないのである。

やや誤解を恐れずに言うならば、 「ここ 10 数年水害は起きていないから大丈夫だろう」とい

う発想は危険になるといえる。 
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〇復旧の障壁となる２次災害リスクの顕在化 

 上述の問題に加えて近年の水害に関しては、改めて考慮すべきリスクが顕在化している。そ

れは、水害に伴って発生した２次災害による復旧の遅れである。例えば、2019 年 8 月の九州

北部の豪雨では、佐賀県にある鉄工所の油槽が冠水し、最大で約５万リットルもの大量の工業

用油が付近一帯に流出した。この流出により付近の公共施設や、民家 100 棟余りが油を含んだ

水に浸されるとともに、広範囲の農地にも油を含んだ水が流入した。 

注目すべき点は、この流出によって臭いによる被害や家屋の汚れ、農業への影響など大きな

直接的被害とともに（直接的な人体への健康被害は、現在のところ低いとされている）、被災地

域の復旧が大幅に遅れた点である。浸水地域の復旧のためには、浸水した水の早期排水が不可

欠である。しかし、油の回収と拡散防止のためには排水をせずに油を含んだ水を隔離状態に置

くことが不可欠であった。このため、被災地では「水を抜きたいが、水を抜くと回収できない」

という排水と流出防止のせめぎあい＊3が発生した。結果として、当該地域の排水は大幅に遅れ

ることとなってしまったのである。 

今回の事例からは、水害が２次災害を引き起こして複合災害となる場合を想定した防災対策

が求められることが教訓として得られよう。また、企業防災の観点からは、自社の防災対策が

不足した場合には、災害時に自社が被害者となるとともに、加害者の立場になってしまう点を

改めて強く意識すべきであるという教訓が得られよう。 

 

〇適切な防災対策のために求められる姿勢 

重要な点は、やはり災害の事例を「対岸の火事」としないことである。度重なる豪雨のニュ

ースを見て、被災地域を心配し心を痛めた人は多くいるだろう。しかし、これらの報道を見て

被災地域以外において、自社の具体的な水害対策を強化した企業や、自宅の浸水を真剣に考え

て防災対策の改善に着手した家庭はいくつあるだろうか。筆者は意外と少ないように想像する。 

そもそも人間には、「自分の周囲で、多少の異常事態が起こっても、脳がそれを“正常の範囲

内”“大丈夫だ！”としてとらえ、心を穏やかに保とうとする心の働き（これを正常化バイアスと

いう）」が伴っている。故に水害に関する報道に接しても「自分（あるいは自社）は大丈夫だろ

う」「同じような状況は起きないのではないか」と無意識に思い込んでしまい、災害の事例から

教訓を得たり、それを契機に具体的な対策に着手したりしない傾向があるのである。この傾向

を表すように、過去に存在した事故や災害と同じメカニズムで発生した（つまり地域を変えて

再発した）事故や災害の事例は枚挙にいとまがない。 

確かに水害による被害は個別の事象によって大きく異なるが、水害を「そこにある危機」と

してとらえ、他地域の水害であっても「対岸の火事」とせず、その事例から得られる教訓を積

極的に学び、具体的な対策に着手する姿勢こそが、適切な防災対策への最も近道といえる。 
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